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経 済 指 標経 済 指 標
1　経済指標で見る「地域経済情勢」
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2　経済指標で見る「和歌山県経済」

経 済 指 標経 済 指 標
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百貨店・スーパー販売額

　百貨店・スーパー販売額（全店）は、
9月には 10 月の消費増税を前に、身の
回り品（靴・バッグ等）、衣料品を中心
に駆け込み需要が見られたが、10 月に
ついては、その反動もあり、前年比 4.6％
減となった。近鉄百貨店和歌山店の 10
月の販売額は前年比 15.3％減となった
が、11月（速報値）は前年比 1.3％減と
減少幅は小さくなっている。
　先行きについては、消費増税による悪
影響が懸念されるが、軽減税率の適用、
キャッシュレス・ポイント還元事業など
政府の消費増税対策もあることから、百
貨店・スーパー販売額の減少幅が縮小す
るものと考えられる。

　新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む）
は、9月に消費増税前の駆け込み需要や
各社が投入した新型車の販売好調もあ
り、前年比 24.4％増と大きく増加したが、
10 月については、その反動から前年比
27.7％減となった。
　前回の消費増税時（2014 年 4月）は、
増税後の販売台数の落ち込みが 1年以上
にわたって続いた。今回は、自動車取得
税が廃止されるなど、増税対策が用意さ
れているが、全国の 11 月の新車販売台
数は前年比 12.7％減と 2 か月連続で大
きな減少となっており、県内についても、
今後の動向に注意が必要である。

　新設住宅着工戸数（10 月）は前年比
22.6％増と 2 か月ぶりに前年を上回っ
た。「持家」の着工戸数が 2か月連続で
減少する一方で、「貸家」の着工戸数が
大きく増加した。1～ 10 月の累計着工
戸数は前年同期比 4.5％増。
　前回の消費増税時（2014 年 4 月）に
は、増税以降、着工戸数が大きく減少し
たが、今回は住宅ローン控除の期間延長
が時限的に実施されることもあり、着工
戸数の大きな減少は見られていない。た
だし、前述の通り、「持家」の着工戸数
は 2か月連続で減少しており、この点に
ついては、注意を要する。

新設住宅着工戸数

新車販売台数



経済情報  　31

家計消費支出

鉱工業生産指数

公共工事請負金額

　家計消費支出（除く住居等、9月）は、
5か月ぶりに前年を上回った。10月の消
費増税を控え、「被服及び履物」で前年
比 32.3％増、「一般外食」で 22.2％増と
なった。軽減税率の対象となる「食料」
（「一般外食」含む）についても 13.0％増
となっている。前年9月は、2度にわたり、
台風が日本国内に上陸するなど、天候不
順の影響が見られたが、本年 9月の県内
は好天に恵まれたため、「食料」支出の
増加につながったものと考えられる。
　※調査対象の世帯が 91世帯と少ない点には注意
　　が必要

　鉱工業生産指数（9月）は前月比 10.5
ポイントの大幅上昇となった。8月には
約 6年半ぶりの水準にまで落ち込んでい
たが、9 月は化学工業、汎用機械工業、
鉄鋼業などで生産指数が大きく上昇し
た。2018 年以降、下降傾向にあった生
産用機械工業、電子部品・デバイス工業
についても、低水準ながら下げ止まりの
兆しも見られる。
　県内製造業と結びつきの強い近畿地区
の生産指数は、このところ横ばい圏にあ
り、近畿地区からの輸出額についても横
ばい圏で推移している。米中貿易摩擦や
日韓関係の悪化などの悪影響も懸念され
るが、県内製造業を取り巻く状況はやや
改善している。

　公共工事請負金額（10 月）は、前年
比 2.7％増となり、2か月連続で前年を
上回った。4～ 10 月累計での請負金額
は前年同期比 15.5％増となっており、増
加傾向が続いている。　
　地区別でも、御坊地区、和歌山市地区、
田辺地区など多くのエリアで請負金額が
増加しており、工種別でも、土木・建築
工事だけではなく、管工事の金額も増加
している。
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景況感（TDB景気DI）

消費者物価指数

有効求人倍率

　TDB景気DI は、㈱帝国データバンク
が月次で実施している景気動向調査から
算出された景況感を表す値である。この
値が 50を超えると、現在の景気を「良い」
とする事業者数が「悪い」とする事業者
数を上回る。
　10 月の景気DI は 45.6 で 2 か月ぶり
に下降したが、6月以降、全国の水準を
上回る状況が続いている。
　先行き見通しについては、3か月後の
景気DI は上昇するものの、その後は卸
売業、建設業を中心に景気DI は下降す
る。このような状況を受けて、帝国デー
タバンクは、10月の消費増税などを踏ま
え、県内景況は一進一退を続けながらも
緩やかな低下が予想されるとしている。

　消費者物価指数（和歌山市、10月）は
総合でほぼ横ばいとなる一方、コアコア
CPI は上昇した。4月以降、食品価格の
上昇率が鈍化し、携帯電話の通信料金が
下降したこともあり、コアコアCPI は下
落傾向にあったが、10 月の消費増税も
あり、教養娯楽用耐久財、教養娯楽サー
ビスなどで価格が上昇した。

　有効求人倍率（10月）は前月から 0.03
ポイント下降し、1月と同水準となった。
有効求職数者が横ばいで推移する一方
で、有効求人数が 3か月連続で減少して
いる。建設業、卸売業、小売業、宿泊業、
飲食サービス業における新規求人数が増
加する一方で、情報通信業、医療・福祉
では減少傾向が見られる。
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経 済 指 標経 済 指 標
3　経済指標で見る「大阪府経済」
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百貨店・スーパー販売額

新車販売台数

新設住宅着工戸数

　百貨店・スーパー販売額（全店）は、
9月には 10 月の消費増税を前に、身の
回り品（靴・バッグ等）、衣料品を中心
に駆け込み需要が見られたが、10月につ
いては、その反動もあり、前年比 10.2％
減となった。特に、百貨店販売額の落ち
込みが大きく、時計やアクセサリーなど
の高額品、化粧品での落ち込みが目立つ。
　先行きについては、軽減税率の適用、
キャッシュレス・ポイント還元事業など
政府の消費増税対策もあることから、百
貨店・スーパー販売額の減少幅が縮小す
るものと考えられる。

　新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む）
は、9月に消費増税前の駆け込み需要や
各社が投入した新型車の販売好調もあ
り、前年比 17.4％増と大きく増加したが、
10 月については、その反動から前年比
22.8％減となった。
　前回の消費増税時（2014 年 4月）は、
増税後の販売台数の落ち込みが 1年以上
にわたって続いた。今回は、自動車取得
税が廃止されるなど、増税対策が用意さ
れているが、全国の 11 月の新車販売台
数は前年比 12.7％減と 2 か月連続で大
きな減少となっており、府内についても、
今後の動向に注意が必要である。

　新設住宅着工戸数（10 月）は前年比
5.6％増と 3か月ぶりに前年を上回った。
「貸家」の着工戸数の減少傾向が続く一
方で、「分譲住宅」の着工戸数が大きく
増加した。1～ 10 月の累計着工戸数は
前年同期比 8.0％減。
　今後の先行きについては、10 月の消
費増税を前に「持家」の着工戸数が大き
く増加していたことから、その反動減が
懸念される。
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家計消費支出

鉱工業生産指数

公共工事請負金額

　家計消費支出（除く住居等、9月）は、
2か月連続で前年を上回った。「食料」へ
の支出額が 5月以降、前年を下回る傾向
にあるが、「被服及び履物」への支出額
は 2か月連続で前年を上回った。「被服
及び履物」については、特に 8月の支出
額が前年比 37.6％増と大きく増加した。
猛暑に伴い、夏物衣料販売が好調だった
点に加えて、10 月の消費増税を前にし
た駆け込み需要が増加の要因と考えられ
る。

　鉱工業生産指数は、一進一退の状況な
がら、全国を上回る水準で推移している。
　近畿地区の輸出額（10 月）は、この
ところ横ばい圏にあり、減少傾向が見ら
れた年前半からは改善している。
　業種別に見ると、化学工業、鉄鋼業で
は生産指数が低い水準にあるが、生産用
機械工業は高い水準を維持しており、電
子部品・デバイス工業は持ち直している。
無線通信機等の電気・情報通信機械工業
の生産指数は極めて高い水準にあり、府
内製造業をけん引している。
　米中貿易摩擦や日韓関係の悪化などの
悪影響も懸念されるが、府内製造業を取
り巻く状況はやや改善している。　

　公共工事請負金額（10 月）は、前年
比 54.8％増となった。4～ 10 月の累計
請負金額は前年同期比 5.1％増となって
いる。
　2017 年度以降、減少傾向が続いてい
た請負金額だが、国・市町村発注工事（道
路工事、公共施設建設工事等）が増加し
ており、持ち直しの動きが見られる。
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消費者物価指数

有効求人倍率

　TDB景気DI は、㈱帝国データバンク
が月次で実施している景気動向調査から
算出された景況感を表す値である。この
値が 50を超えると、現在の景気を「良い」
とする事業者数が「悪い」とする事業者
数を上回る。
　前年 12月には 50超の水準にあった景
気DI だが、その後は下降が続き、10月
は 42.1 まで下降した。43 ポイント割れ
は 3年ぶり。製造業と卸売業で景況感が
悪化しており、帝国データバンクは中国
の景気減速、相次ぐ自然災害の影響等が
背景にあるとしている。

　消費者物価指数（大阪市）は総合及び
コアコアCPI ともに前月から上昇した。
生鮮食品価格、家庭用耐久財価格、携帯
電話の通信料の下落などから、2019 年
に入り、総合及びコアコアCPI は下降傾
向にあったが、10 月の消費増税もあり、
教養娯楽用耐久財、教養娯楽サービス、
交通の価格が上昇した。

　有効求人倍率（10月）は前月から 0.01
ポイント上昇し、1.78 倍となったが、前
年水準を 3か月連続で下回っている。製
造業や情報通信業で新規求人数が減少
し、事業主都合の離職に伴う求職者数は
やや増加している。
　建設業や医療・福祉における新規求人
数は増加傾向にあり、有効求人倍率は依
然として高い水準にあるものの、改善基
調にあった労働市場に変化の兆しが見ら
れる。

景況感（TDB景気DI）


